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1 はじめに
震災等の災害や大規模な事故等の発生直後において，

最もニーズの高い情報のひとつが安否情報である．特
に甚大かつ広域に渡る災害では，被災地域における通
信網が壊滅的な打撃を受ける．比較的災害に強いと考
えられる無線通信を用いた携帯電話網においても，無線
基地局の損壊により通信サービスの提供が困難あるい
は不可能となる．このため，固定通信網の健全性を前提
とした安否情報集約，提供サービスが必ずしも十分に機
能しない．本論文では，隣接無線ノード間の情報交換と
無線ノードの移動との組み合わせによって互いに隣接
しない無線ノード間のメッセージ配送を，無線ノードが
低密度に分布する環境であっても実現可能とする DTN
(Delay-Torelant Network)技術を用い，被災地域内にお
ける安否情報交換を実現する手法を提案する．

2 関連研究
本論文で対象とする被災地域における安否情報とは，

誰が，何時，何処で，どのような状態であるかという情
報であり，論文 [5]における狭義の安否情報とする．適
切な安否情報の交換には，被災者が互いの状態を知るこ
とによる心理的安心とともに今後の行動を決定する指針
を得る効果と，被災地域外へ被災者の状態を通知するこ
とによって人的，物的な救援，支援活動の指針を得る効
果とが期待される．

安否情報の交換を目的としたシステムとして，通信会
社，携帯電話事業者が提供する安否情報確認サービスが
ある．ここでは，提供サービスの位置透過性により，被
災地域内の安否情報交換，被災地域外への安否情報提供
を同一のシステムで実現することができる．また，被災
地域外に設置されたデータベースシステムに安否情報を
集約することで，豊富なリソースを安定的に活用した安
否情報の集約，提供を実現する．しかし，被災地域にお
ける通信網等のインフラが壊滅的な打撃を受けた場合に
は，安否情報の集約が困難となる問題がある．無線通信
を基礎とする携帯電話網においても，無線基地局の損壊
により，安否情報確認サービスが十分に機能しないこと
が考えられる．

無線基地局を介したインフラネットワークに依存しな
い移動無線ネットワークとして，無線マルチホップネッ
トワークの研究開発が進められている．無線マルチホッ
プネットワークでは，送信元移動無線ノードから送信先
移動無線ノードまでのデータメッセージ配送を中継移動
無線ノード列によるデータメッセージの順次転送によっ
て実現する．このため，災害時におけるインフラネット
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ワークの脆弱性と無関係に，安否情報交換に貢献するこ
とが期待できる．ただし，無線マルチホップネットワー
クの接続性は，移動無線ノードの分布密度と分布特性に
大きく依存する．被災地域においては，各避難所に集合
した被災者群と比較的少数の点在する被災者という分布
が見込まれることから，十分な接続性を期待することは
できない．

各避難所に無線通信機器を備え，被災時には避難所間
を無線マルチホップ通信技術によって相互接続するこ
とで，被災地域内の安否情報交換および被災地域外への
安否情報提供を実現するシステムが提案されている [4]．
ここでは，インフラネットワークの健全性とは独立に安
否情報の集約と交換を実現している．しかし，各避難所
が健全であることを前提として避難所間の相互接続性を
保証しているため，避難所が損壊し，無線マルチホップ
通信の中継機能を損なった場合には，ネットワーク全体
の接続性が保証されない問題点がある．

東日本大震災においては，被災者の安否情報が被災地
域内において必ずしも十分に交換することができなかっ
た．図 1 に示すように，各避難所の待機者名簿等の安
否情報は，必ずしもコンピュータにデータとして入力さ
れておらず，避難所間での安否情報交換も適切に行なう
ことができなかったため，被災者が安否情報を求めて避
難所を尋ね歩かざるを得ない状況であった．これに対し
て，Google の「避難所名簿共有サービス」では，待機者
名簿の写真を被災地域外へ移送して集約する手法が取ら
れた [1]．また，NTT東日本の「伝言お預かり活動」で
は，被災者からの伝言を災害復旧作業員が被災地域外へ
と搬送し，電話等で伝達した [2]．このように，ネット
ワークの接続性が十分ではない状況においては，移動に
よる情報搬送が有力な手段となる．

図 1 避難所の待機者名簿 [3]

移動無線ノードの分布が低密度であるなどの理由で接
続性が十分ではない無線マルチホップネットワークにお
ける通信手法に DTN 技術を用いるものがある．ここで
は，Store-Carry-Forwardの配送戦略のもと，メッセー
ジを保持した無線ノードの移動をも配送手段として用い
る手法である．論文 [4]では，DTN 技術を活用して安否
情報を被災地域外へと配送する手法を提案している．こ
こでは，被災地域にある携帯端末が隣接時に保持してい
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る安否情報の交換を行ない，安否情報を保持した携帯端
末が被災地域外の健全な無線基地局と通信可能となった
時点で保持する安否情報を集約システムへインフラネッ
トワークを介して配送する．このとき，隣接携帯端末が
被災地域外へと移動する可能性を通信ログから推定する
手法を導入しているが，その確度は不明であり，必要な
転送がなされないまま携帯端末の記憶領域が不足となる
ことが考えられる．

3 提案手法
本論文では，被災地域内における安否情報交換を対象

として，DTN 技術によって安否情報を交換する手法を
提案する．ここでは，被災者の安否情報をいずれかの避
難所に集約し，避難所間で交換，共有することが求めら
れる．この安否情報の集約と避難所間の安否情報交換に
車輛塔載端末を活用する．東日本大震災においても，警
察，消防，自治体，自衛隊等の車輛に加え，報道車輛や
一般車輛の通行が，災害による道路被害等を受けながら
も存在した．そこで，被災地域に存在する無線ノードを
(1)被災者等の保持する携帯無線端末，(2)避難所に設置
された固定無線端末，(3)車載移動無線端末，から構成さ
れるとし，車載無線端末が主として DTN 通信を担うこ
とによって，被災地域内の安否情報交換を実現する (図
2)．

DTN

図 2 提案する安否情報システム

3.1 位置情報取得手法

安否情報は，避難所における固定無線端末への被災者
等による入力と携帯無線端末へ入力された安否情報の固
定無線端末への DTN配送によって集約される．被災者
状態の取得位置は，前者の場合には避難所となり，後者
の場合には携帯無線端末の位置となる．携帯無線端末が
GPSデバイスを備えている場合には，実時間での位置情
報取得が可能である．携帯無線端末が GPSデバイスを
備えていない場合でも，これと隣接した車載無線端末に
備えられている場合には，車載無線端末位置を携帯無線
端末位置で近似してもその差異は安否情報の用途，携帯
無線端末の移動性 (被災者等の移動性) を考慮すれば問
題とならない．

携帯無線端末と車載無線端末がいずれも GPSデバイ
スを備えていない場合に対応するために，GPSデバイス
を備えない車載無線端末は，GPS デバイスを備えた携
帯無線端末あるいは車載無線端末と最後に通信した時刻
とその端末の位置とを保持する．この情報と次に通信し
た GPSデバイスを備えた携帯無線端末あるいは車載無
線端末の位置とその通信時刻，GPSデバイスを備えない
携帯無線端末との通信時刻とを用いて，その位置を推定
する．

3.2 DTN配送手法
DTN 通信は，携帯無線端末からの安否情報の集約と
避難所固定無線端末間の集約安否情報の交換を目的と
して，携帯無線端末と車載無線端末との間，車載無線端
末間，車載無線端末と固定無線端末との間の無線通信に
よって実現される．

互いに隣接する携帯無線端末と車載無線端末との間
では，携帯無線端末から車載無線端末へと安否情報が転
送される．携帯無線端末には被災者等が安否情報を入力
し，あらかじめ転送を許可する．携帯無線端末から車載
無線端末へ転送された安否情報は，重複する安否情報が
保持されていない限り受理される．これは，避難所外に
いる被災者等が車輛と遭遇する少ない機会に安否情報を
取得するためである．

安否情報を保持する車載無線端末間では Epidemic
Routing [7]を用いた安否情報交換を行なう．すなわち，
隣接車載無線端末間では，互いに保持しない安否情報
を交換する．この交換に対して車載無線端末が十分な記
憶容量を備えない場合には，車載無線端末が携帯無線端
末から受信した安否情報を優先的に受理し，固定無線端
末から受理した安否情報の受理は低優先度とする．これ
は，避難所の固定無線端末間の情報共有よりも新規の安
否情報の集約を優先すること，車載無線端末の移動方向
が反対である場合には，安否情報の転送により安否情報
が配送されてきた方向への配送となることを回避する必
要があることによるものである．

避難所の固定無線端末と隣接する車載無線端末は，保
持する安否情報を固定無線端末へと転送する．そして，
車載無線端末は，より新しい安否情報を優先的に固定無
線端末から受理し，避難所の固定無線端末間の安否情報
共有に資する．

4 まとめ
本論文では，被災地域内における安否情報の集約と交
換，共有を車載無線端末を中心とした DTN によって実
現する手法を提案した．これまでに， Android 端末に
よる隣接無線端末間通信 (すれ違い通信) 機能を実装し
た．今後は， DTN 通信手法の詳細を検討し，プロトタ
イプシステムを実現する．
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